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建物における地震・風観測モニタリングシステムの開発と適用 
 

東北地方太平洋沖地震において実証された有用性 
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1.  はじめに 
 

長周期地震動や強風による長時間におよぶ建物の揺

れに対応する地震・風観測モニタリングシステムを開

発した。地震観測と風観測を一つのシステムで行うと

ともに，地震時には，自動で記録を分析し配信する機

能をもつ。観測記録の蓄積や技術の検証としての利用

だけでなく，構造設計者，建物管理者がそれぞれ防災

手段として有効に利用できることを目指して構築して

いる。2006 年に初適用し，その後機能の更新を重ねな

がら，10 件以上に適用してきた。本報では，システム

の概要を述べるとともに，本システムを，免震や制振

等，地震対策技術を導入した建物に適用している例を

紹介する。さらに，2011 年 3 月 11 日に発生した東北

地方太平洋沖地震で得られた記録を示し，地震対策技

術の効果が確認されたこと，本システムにより，各建

物の状況が初期情報としてスムーズに関係者へ伝達さ

れたことを示す。 

 

2.  開発のコンセプト 
 

従来の地震観測ネットワークでは，各観測点で得ら

れたデータは，電話回線などの通信網を通じて拠点と

する箇所に一度集約し，その拠点において処理，分析

をするという方式がとられてきた（図－1 左図）。この

方式は，各観測点のデータを縦覧しやすいという点で

有効ではあるものの，拠点のサーバーや通信回線で不

具合が発生するとネットワーク全体の機能を失うため，

維持管理を徹底する必要があり，そのための労力，費

用の負担が大きかった。また，情報の発信を手動で行

うため，関係者への情報伝達までに時間を要していた。 

開発した地震・風観測モニタリングシステムは，各

観測点において収録したデータを，観測点ごとに設置

した PC において自動分析し，分析結果を E メールで

関係者に送信する（図－1 右図）。PC が高性能化した

ことにより，比較的安価な標準的な PC で観測データ

の分析・送信が可能となったため，このような観測点

ごとに独立した方式が可能となった。 

この方式では，維持管理に過剰な負担をすることな

く，大地震時においても，情報を即時に必要とする関

係先へ発信する役割を果たすことができる。また，万

が一 1 つの観測点で不具合が発生しても，他の観測点

に影響を及ぼさないため，リスクを最小限にすること

ができる。東北地方太平洋沖地震においても，この方

式の有効性が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ 技術センター建築技術研究所防災研究室 
＊２ 設計本部構造Ⅱ群統括 
＊３ 設計本部構造計画グループ 

図－1 従来型と本システムの違い 

Fig.1 Conventional system and developed system 

バック
アップ用
サーバー

拠点

【従来】 
中央集約方式 

【本システム】 
独立方式 

 

観測データを拠点に集約
↓

拠点にて分析
↓

結果を手動で送付

各観測点でデータを自動分析
↓

各観測点から結果を自動配信
（配信先にバックアップ用サーバー

　　　　　　　　　　　　　　　　　を含める）
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3.  システムの概要 
 

3.1  システムの構成 

システムの構成を図－２に示す。センサー，収録装

置，モニタリング PC，無停電電源装置から構成される。

収録装置は建物に設置されたセンサーとケーブルで接

続されており，トリガ条件を満たすとデータが保存さ

れる。モニタリング PC は，収録装置と LAN 回線で接

続されており，地震時には収録装置のデータを自動で

回収し，分析を行い，結果を E メールで登録者に自動

配信する。地震の終了から数分程度で速報を発信する

ことができる。これと並行して，主要なセンサーのデ

ータは常時リアルタイムでモニタリング PC に伝送さ

れており，このデータを保存することで，長周期地震

動や強風で建物の揺れが長く継続する場合においても

途切れることなくデータを確保できる。 

3.2  システムの機能 

3.2.1  地震時速報メール 

地震時速報メールは，各計測点の最大値，計測震度，

スペクトル，卓越周期等を自動で算出し，波形やスペ

クトルの図を添付の上送信される。送信する項目はメ

ールアドレスごとに設定でき，構造設計者向けや建物

管理者向けなど，用途に応じて選択ができる。 

3.2.2  緊急通報機能 

観測値や分析値に対して，判断基準となるしきい値 

を予め設定し，設定したしきい値を超えたことを地震

時速報メールにて通報する。例えば，免震装置の点検

の要否や鋼材ダンパーの損傷度などを，建物管理者が

判断することができる。 

3.2.3  応答予測 

あらかじめ建物の解析モデルを設定しておき，観測

された地震動を入力とした応答解析を行って得られた

応答値を地震時速報メールに表示する。センサーを設

置していない箇所の応答予測ができるため，例えば，

層間変形の算出により，損傷の可能性のある箇所を推

定できる。また，免震建物においては非免震建物のモ

デルを設定しておき，その応答を表示することにより，

免震の効果を即時に定量的に示すことができる。 

3.2.4  鋼材ダンパーの疲労モニタリング 

鋼材ダンパーの累積損傷度をモニタリングし，地震

時速報メールに表示する。交換時期を知らせることが

できる。 

3.2.5  定時観測モニタリング機能 

定期的に微動計測を行い，建物の固有振動数の変動

をモニタリングする。 

3.2.6  風観測機能 

リアルタイムでモニタリング PC に伝送されるデー

タを利用し，風観測を同時に実施できる。モニタリン

グ PC において，取得したデータにデシメーション処

理を施してサンプリング振動数を 10Hz とした風観測

用のデータを作成する。10 分間毎に，地震または強風

の記録が含まれているか判定を行い，地震または強風

と判断された場合，それぞれ分類してリストとともに

データを保存する。仮に風速計を設置しない場合にお

いても，建物の揺れを風による揺れか地震による揺れ

かを自動で判断する機能をもっており，機器を追加す

ることなく地震観測と風観測を同時に実施できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.  適用例 
 

 本システムは開発以来，機能の更新を重ねながら既

に 10 件以上の建物に適用している。東北地方太平洋沖

地震の発生時には，本システムから配信された地震時

速報メールにより，建物の健全性が即時に確認され，

免震や制振の効果も確認されるなど有効に活用された。

ここでは，超高層建物，免震建物，制振建物に適用し

た 3 つの例について述べる。 

図－２ 本システムの構成 

Fig.2 Composition of developed system 

建物内
防災センター

無停電電源

AC100V

モニタリングPC

構造設計者・技術者

Eメールの利用による初期情報受信

【地震時モニタリング】
・震度　・最大加速度 ・卓越周期
・最大変位 ・応答予測値
・鋼材のひずみと累積損傷度

インターネット

建物管理者・建物オーナー

センサー

【定時モニタリング】
　固有周期の変動

【風観測】
・最大加速度　・RMS値

トリガ観測に
よる収録

収録装置

リアルタイム伝送
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震で得られた

震対策技術が

れの建物にお

報を即時に得

存の超高層建

の一つとして

ある。 

三，木村雄一，

る免震・制振建

・制振効果の検

べり支承を用い

講演梗概集 B，

，西本信哉，河

約型制振システ

成建設技術セ

可能

後に

構シ

速度

し，

メー

物の

健全

構成

免

年 3

た記

が有

おい

得る

建物

て幅

，

建

検証，

い

河

テ

ン


